
様式１（第６条関係）

苫小牧市高圧・特別高圧電気料金高騰対策支援金交付申請書兼誓約書

苫小牧市長　様

１）事業者名 フリガナ

業種① 業種② 業種③

（ﾌﾘｶﾞﾅ）

 事業所  口 （※1）

 kWh （※2）

※１　小売電力事業者等と高圧又は特別高圧の電力需給契約を締結している市内事業所数と契約口数を記入すること。

　　　また、交付対象となる事業所一覧が分かるよう、裏面の「交付対象事業所一覧表」を必ず記入すること。

※２　使用電力量は、交付対象となる全事業所の合計を記入すること。対象となるのは、令和５年４月分か５月分の

　　　どちらか１か月分となることに留意すること。

※4　振込先は代表申請者名義の口座とすること（申請者と口座名義人が異なる場合は、支援金受取に係る委任状が必要）。

※代表者（電力契約者等）が入居テナント分も一括申請し、支援金を一括受領する場合に使用

※右詰めで記入してください。

口座番号

円

支店

　□ 本店 （本店の場合☑）

法人番号（法人の場合のみ）

代

表

申

請

者

記

苫小牧市高圧・特別高圧電気料金高騰対策支援金の交付について、下記のとおり申請します。

電話番号

所属部署

名称

（屋号）

職氏名

５）担当者

４）本社・本店等所在地

（〒　　　－　　　　）

２）代表者

氏名

E-mail

,000 

預金種別

※1事業者上限100万円

※1,000円未満の端数がある場合は切り捨て

※支援金額が1,000円に満たない場合は一律1,000円

１）交付対象事業所数・契約口数

２）支援対象となる使用電力量：①

３）支援金交付申請額：①×1.5円で計算

申

請

内

容

□ 銀行

□ 金庫

□ 組合

店名
□ 普通

□ 当座

代

表

振

込

先

金融機関

口座名義人

（※4）

（ﾌﾘｶﾞﾅ）

～　必ず裏面も記入してください～

令和　　年　　月　　日申請日

都・道・府・県 市・区・町・村

※法人名、個人事業者の

　場合は屋号

３）業種　※業種選択肢から主なものを

選択し、A~Rの記号を入力してください。

業種④ 業種⑤ 業種⑥ 業種⑦



交付対象事業所一覧表（契約１口で１行としてください） ※書ききれない場合は別紙としてください。

1 kWh

2 kWh

3 kWh

4 kWh

5 kWh

6 kWh

7 kWh

kWh

1 代表者として一括受領した他事業者（テナント等）の使用電力分に対する支援金については、各事業

者の電気料金負担軽減に資するよう還元します。

2 本申請書に記載するすべての事項・内容に、間違いありません。

記載事項の内容に該当しない事実や不正等が発覚し、交付決定が取り消された場合は、苫小牧市から

の本支援金の返還の求めに応じます。

3 本支援金の交付対象事業所は、申請日時点で営業しており、また、申請日以降においても、引き続き

営業していく意思を有しています。

4 納期の到来した市税の滞納はありません。

5 本支援金と他の補助金等（国、道又は市からの指定管理費や補助金等）の合計額が、小売電気事業者

に支払う電気料金の実額（全額）を超えることはありません。

6 申請者（代表者）、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等は、苫小牧市暴力団の排除の推

進に関する条例（平成27年条例第33号）第２条に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団関係事業者で

はありません。

7 本支援金の交付決定に係る審査のため、納税状況を調査することや、営業実態、電力需給契約の状況

等を関係機関や小売電気事業者に照会し、報告を求めることに同意します。

8 本支援金の申請に係る内容等について、苫小牧市より検査や報告、追加資料の提出等の求めがあった

場合は、これに応じます。

9 本申請書記載の情報について、市が行う支援策の案内等に利用することに同意します。

苫小牧市長　岩倉　博文　様

㊞

申請書 添付書類 印

電力の契約先
入居テナ

ント数

苫小牧市

苫小牧市

苫小牧市

苫小牧市

苫小牧市

苫小牧市

苫小牧市

支援対象月の

使用電力量
契約種別

苫小牧市

使用欄

※記載不要 備考

※自署又は記名・押印

確認２確認１

申請書 添付書類

代表申請事業者名

代表者職・氏名

番

号
事業所等の名称 事業所等の所在地

□ 可

□ 否

合　計

誓 約 書

苫小牧市高圧・特別高圧電気料金高騰対策支援金の交付申請にあたり、以下のとおり同意及び誓約します。

印

令和　　年　　月　　日誓約年月日

申請可否



（別紙）

A

B

C

D

E

F

G

H

I

J

K

L

M

N

O

P

Q

R

※あてはまる業種を選び、A～Rの記号を申請書に記入してください。

※複数の業種に該当する場合は、主なものを上位７つまで記入してください。

複合サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

※この用紙は提出不要です。

業種選択肢

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気、ガス、熱供給、水道業

情報通信業


